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修士論文要旨
1．背景
新学習指導要領で目指される力をもとに，2003年から
「総合的な学習の時間」（以下，「総合学習」）の導入を受
け，各学校では生徒の「生きる力」の育成に力が注がれ
ている．高等学校においては，「総合的な学習の時間」が
卒業に必要な修得単位にもなっており，従来の知識の量
で成果を測るタイプの学力とは異なる力を育成すること
が，学校現場の授業として求められている．「総合学習」
の評価については，記述形式で？評価が求められている
が，これにより，教科教育での数値評価とは異なった評
価方法が一層求められるようになった．
2．日的
「生きる力」という，効果がただちに表れないと考え
られる力に対し，教師がどのよう評価活動を行っている
のか．「総合学習」の実施から数年たった現在の高等学校
において，「総合学習」の評価方法を例に，実態を明らか
にする．具体的には，以下の3点を明らかにする．
①「総合学習」及び「教科学習」で重視される評価観点
の構造的相違
②評価観点別の学校分類
③「総合学習」の評価に関する問題点
3．研究方法
1．東京都の仝高等学校に質問紙調査を行い，因子分析を
用いて「総合学習」「教科学習」における評価観点の構
造を明らかにする．
2．「総合学習」の評価観点毎に，クラスター分析を用い
て高等学校を分類する．
3．分類に沿ったセグメンテーションの中から調査校を選
択し，インタビュー調査を行う．そこで「総合学習」
で育成される能力についての評価に焦点を当て，その
評価に対する各々の教員の視点を引き出す．
4．調査方法
4．1．対象
日本の首都であり，政策が反映されやすいと考えられ
る東京都の全日制高等学校全校（都立191校，私立237
校，合計428校）．本研究では91校（都立44校，私立
47校）のデータを用いた．（有効回収率21％）
4，2．方法
2006年7月に質問紙を用いた面接調査によって予備
調査を行い，質問紙の修正を行った．2006年8月から9
月にかけて，郵送による本調査を行った．
5．結果
以下の3点が明らかになった．
1．どのような評価観点を用いているかにより因子分析を
した結果，「総合学習」では「総合的な学力」「問題解
決能力」「関心・態度」，の3因子を，「教科学習」で
は「生きる力」「ものの考え方」「知識・関心」「表現・
態度」の4因子を抽出することができた．
2．1．の因子分析を基に，評価観点から「総合学習」「教科
学習」にそれぞれおいて高等学校を以下の2クラスタ
ーに分類することができた．
【総合学習】　　　　　【教科学習】
1．総合的思考成果重視型　1．実践的学力重視型
2．主体的参加態度重視型　　2．基本的学力重視型
3．問題点として，どの分類も教員同士の協力体制があっ
た．その中でも，専門教科授業の持ち時間数制限とい
ったシステムによって，横断的な協力体制が規定され
ている部分があることがわかった．
6．まとめ
評価観点について，各学校の目標によって評価資料に
異なる傾向があり，各学校の実態に応じた教育活動が行
われていると考えられた．しかし，教員の協力体制によ
って，各学校で定めた目標を目指すことが制限される可
能性がある．
「生きる力」のような能力は，試験で量的に測るよう
な能力とは異なり，行動や性格・態度に深く関係してい
ると考えられるが，関心・態度の評価が人間性にかかわ
るものだけに，評価資料や方法が学校のシステム等によ
り規制されてしまうことの危険性が示唆される．
7．今後の展望
実際に生きて行く上で働く力としての「生きる力」の
育成を目指すならば，評価観点にとらわれず，育成された
力を評価できる評価システムを検討していく必要がある．
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